

































多様化 ･高級化 ･簡便化 ･外部化などを内容とする食生活の近代化が進展 し,食料消費の
栄養面においては,炭水化物が大幅に減少し,たんぱく質と脂質が増加 した｡食料構成で
は,伝統的食生活において重要な役割を果たしていた米類 ･いも類が減少し,肉類や乳卵






























図 1は,所得上昇による食生活の高級化の例1)を示 したものである｡ 選択可能な食品Ⅹ
食料消費構造の変化誘因
とYがある｡XとYは同種類 の食品で,同 Y
-数量が同一栄養価 をもつ ものとする｡ それ
ぞれの価格は一定 とす る｡ M(),Ml,M烏予 y2
算線を示 している｡ 予算線の傾 きが示すよう
に,食品 Yよりxのほうが上級財である｡Ⅰ,
I(),Il,I1,は無差別曲線である. 直線 EEは消










線 M｡と無差別曲線の接点ではな く,M日とEE O
の交点 Qoを選択す る｡所得が上昇 し予算線
が Mlにシフ トすると,消費者均衡点 は直線
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図 1 食生活の高級化
EE上 を移動 し,消費量 は Q lとなる｡ 所得が十分に増え,予算線が M2にシフ トすると,
消費者均衡点は予算線 と無差別曲線の接点であるQl,に移ってい く｡上級財である食品 x









図 1のケースと同様 に,消費者が選択可能な食品をx とY とする｡X とYは同種類の
食品である｡ 食品を購入 して,家庭内で調理 し消費するまでの家事労働時間をH とし,1
時間当た りの機会費用をhとする｡ それぞれの価格は購入価格ではな く,家事労働時間と





し,核家族化や少子化などの世帯規模の縮小 によって も上昇する｡X とYは代替可能な









傾 きが購入価格比 p｡x/p｡,である｡ 食品Yの
価格にhH,を取 り入れた場合の予算線 Mlの
傾 きはpx/p,となる｡ 通常の消費者均衡点は,
無差別曲線 との接点 Qである｡ 家事労働時
間と機会費用を考慮するということは,通常
の価格変化でいうところのⅩの価格が上昇




p｡,,p,(H,-0)は変化 しないが,食品Xの価格 pxは上昇 し,Ⅹ軸との交点はさらに左

















ベッカー (Becker,G.S.)3)の ｢時間配分の理論｣によれば,家計は時間 (非労働時間)







生産物 と時間消費の間の限界代替率 (レジャーのシャドウ ･プライス)に等 しいこと,お
よび市場労働に参加 している場合は,それらが実質賃金率に等 しくなることとしている｡
横軸は主婦が利用可能な仝時間で,家事生産関数はTB'()A(,C日で示される｡ 家事生産関数
の傾 きは,下図の家事労働の限界価値生産物曲線 MPr,を示 している｡ 限界生産力は逓減す
るので,限界価値生産物曲線 MPr)は右下が りの曲線 となる｡ 専業主婦の場合,財一時間選
好無差別曲線 と家事生産関数との接点はB'()である｡ B'日では無差別曲線の傾 きは,家事労
働の限界価値生産物に等 しく,専業主婦は利用可能な全時間のうちTL'いを家事労働に,残
りの L'oOをレジャーに配分する｡ 下図の mLoは市場労働 に参加 していない主婦のシャ
ドー ･プライス曲線である｡ 市場労働 に参加する就労主婦の場合,賃金率 W()は家事生産
関数にAnで接する直線 At)E｡の傾 きで,下図においては平行線で示される｡ TB,(,A‖E()は,衣
計所得線である｡ 無差別曲線が家計所得線に揺する点はBr)である｡同様 に,Bりにおいて,
就業主婦はTN(逐 家事労働に,市場労働にはN｡L日を,残 りの しい0をレジャーに配分する｡
つ ぎに,実質賃金率 woが wlに上昇 した場合を図4に示すL-'､｡ 賃金率が上昇 して も,衣
事生産関数には影響を与えないので,下図のMPnの形状は変わらない｡賃金率の上昇によ
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図3 専業主婦と就労主婦の時間配分 図4 賃金率上昇による専業主婦と就業主婦の時間配分
56 堤 伸 子
り,上昇後の賃金率 wlとの交点 Alは上昇前の交点 A｡より右側に位置する｡ これは,賃金
率の上昇により,就労主婦はTN｡からTN1-と家事労働時間を短縮することを意味 してい
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